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プロ責法・個人情報保護法の
近時の法改正とその影響



A プロバイダ責任制限法の改正

1 改正の背景

2001年成立後実質的に初めての改正

（なお、5年後の再検討の附則あり）

2 改正法の概要

3 実務への影響
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1 改正の背景

1 プロバイダ責任制限法

平成13年成立 平成14年施行

今まで実質的な改正がない

cf. 開示対象情報は省令で定める

省令については何回かの改正はあるが・・・

改正法 2021.4.28公布 （1年6ヶ月内に施行）

2 環境の変化

インターネットサービスの多様化、利用者の増加

技術状況の変化

国外事業者によるサービスの普及

3 ネット上の権利侵害に対する意識の高まり

cf. 著作権侵害対策

cf. 「インターネット上の誹謗中傷への対応に関する政策パッケージ」3



1 改正の背景
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総務省「発信者情報開示の在り方に関する研究会」資料より

1 発信者情報開示にかかる労力・費用

（1）基本的に裁判手続が必要

裁判手続きとしても開示までに原則２回の手続きが必要



1 改正の背景
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2 現行法下で請求可能な情報開示では発信者が特定できないケースの増加

現行法：「権利の侵害に係る発信者情報」

→ 投稿時の情報を想定

海外コンテンツプロバイダでログイン時情報しか保有していないケースあり

Q 現行法下で開示が認められるか

裁判例は分かれていた

（１）否定例（東京高判H26.9.9判タ1411号170頁、知財高判H30.4.25）

開示請求の対象は、権利を侵害したとする情報の発信者についての
情報に限られる

（２）肯定例（東京高判H26.5.28判時2233号113頁、東京高判H30.6.13判
時2418号3頁）

IPアドレスから把握される発信者情報であっても、当該侵害情報の発
信者のものと認められるのであれば、「権利の侵害に係る発信者情
報」にあたり得る

cf. Twitter著作権侵害最高裁判決の悲劇

3 当事者が海外事業者となるケースの増加



2 改正法の概要
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1 発信者情報の開示対象の拡大

（1） 2020年8月31日 省令改正 「発信者の電話番号」が追加

Merit ログと異なり消えにくい

電話番号から住所・氏名を特定する方法は裁判外でも可能

Demerit 保全手続での対応は不可能

★SMSの「メールアドレス」としてこれを認める判決例あり

→ 施行済み



2 改正法の概要
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（2） ログイン時情報

総務省「発信者情報開示の在り方に関する研究会」資料より



2 改正法の概要
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（2） ログイン時情報開示のための要件

改正法5条 （考え方の背景： 原則は侵害情報とすべき）

1 投稿時情報（条文の文言「特定発信者情報以外の発信者情報」）

開示要件： 5条1項1号＆2号 ・明白性 ＋ 正当性

2 CPに対するログイン時情報（「特定発信者情報」（詳細は総務省令による）

開示要件： 上記要件＋3号 ・明白性 ＋ 正当性 ＋ 3号要件

3号のだいたいの内容

イ 投稿時情報を持っていない

ロ 発信者の氏名・住所又はAP等を特定するための情報以外の情報しか
持ってない（詳細は総務省令）

ハ 開示を受けた情報では発信者を特定できない

3 APに対するログイン時情報に基づく請求



2 改正法の概要

9

2 新しい裁判制度の創設

発信者情報開示請求に特化した新しい裁判制度

プロ責法内に、手続法を導入

（1） 手続の内容

総務省「発信者情報開示の在り方に関する研究会」最終取りまとめより



2 改正法の概要
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2 新しい裁判制度の創設

発信者情報開示請求に特化した新しい裁判制度

プロ責法内に、手続法を導入

（1） 手続の内容

総務省「発信者情報開示の在り方に関する研究会」最終取りまとめより



2 改正法の概要
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（2）当事者

現行法

第1段階： コンテンツプロバイダ（CP）を相手に

↓

第2段階： アクセスプロバイダ（AP）を相手に

しかも、第1段階で得た情報で「加害者」に到達できるとは限らない

↓ 1）APでのログの消失

2）開示を受けた情報が不十分等

第3段階： 「加害者」に対する権利行使



2 改正法の概要
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（2）当事者

改正法

第1段階 1つの手続（非訟）

コンテンツプロバイダ（CP）を相手に

↓

アクセスプロバイダ（AP）を相手に

しかも、第1段階で得た情報で「加害者」に到達できるとは限らない

↓ 1）APでのログの消失

2）開示を受けた情報が不十分等

第2段階： 「加害者」に対する権利行使



2 改正法の概要
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（2）当事者

改正法

手続の流れ

総務省「発信者情報開示の在り方に関する研究会」最終取りまとめより



2 改正法の概要
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（3）手続内で可能な行為

現在）

CPに対し 開示の仮処分

APに対し ログ保全の仮処分 ＆ 開示請求訴訟

改正法： 発信者の特定のための一部

総務省「発信者情報開示の在り方に関する研究会」最終取りまとめより



3 実務への影響
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新しい裁判制度のポイント

詳細は 総務省令・裁判所規則次第だが・・・

CPに対するAP情報の提供命令への協力

（提供命令は、申立人には秘密であることが前提

∵ 開示命令発令前の段階（つまり権利侵害の明白性等が未判断）

→ 従来、請求者代理人が行っていた業務内容を事業者が行う必要性

★ 特定において必要な情報の授受

★ 相互のコミュニケーション

★ 協働が不十分なことにより特定ができなかった場合

★ 技術的に特定ができなかった場合



B 個人情報保護法の改正
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1 改正法の背景

H27年改正で、個人情報保護法には3年毎の見直し条項が入っている

2 改正法の概要

令和2年改正 2020年6月12日公布

全面施行R4.4.1  第三者提供の経過措置R3.10.1 法定刑R2.12.12

令和3年改正

デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律

2021年5月19日公布 → 1年内施行部分と2年内施行部分

3 実務への影響



1 改正法の背景
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I R2年改正

1 個人情報に対する意識の高まり

→ より本人関与を認める方向へ

2 技術革新を踏まえた保護と利活用のバランス

→ ・自主的取組の促進

・仮名加工情報

・第三者提供における本人の同意確認

3 越境データの流通増大に伴うリスク対応

・外国事業者への対応

・越境移転時の本人への情報提供

II R2年改正

個人情報保護法制の体系を共通ルール化

いわゆる2000個問題の解消

EUの十分性認定における除外



2 改正法の概要
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I R2年改正

個人情報保護委員会資料



2 改正法の概要
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I R2年改正

個人情報保護委員会資料



2 改正法の概要
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I R2年改正

① 提供先で個人データとなることが想定される第三者提供についての本人同意

背景

第三者提供における 提供元基準説 ｖｓ 提供先基準説

↓

こちらが通説的見解に

・提供元で個人情報との照合性があれば個人情報部分を削除してもNG

Q リクナビ事件

個人情報保護委員会資料



2 改正法の概要
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Cf リクナビ事件

時期ごとの「リクナビDMPフォロー」のスキームの違い（＝リクルートキャリアのIR資料より）



2 改正法の概要
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II R3年改正

2年内施行部分



3 実務への影響
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I R2改正

1 短期保存データの例外廃止

2 本人からの利用停止・消去、開示請求の範囲の拡大

3 第三者提供時の提供先での同意取得確認

↓

・現在の対応フローの見直しが必要

4 越境移転

ポリシー等の見直し、定期的な移転先法令の確認

5 仮名加工情報

内部分析における必要性可否



3 実務への影響
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II R3改正

各地方自治体等における対応

従来の法制対応の見直し

↓

ex ネットワーク回線を通じた利用禁止などもあったが・・・



総括
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1 改正対応の頻度

2 実務的影響の評価

3 国際的な対応の必要性
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